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ホームドクターアリス 
しろあり・害虫駆除の専門店 

南あわじ市北阿万筒井76-1 

問☎55-0800 
調査・見積 
　 無料！ 

地元の業者にお任せを！ 
気軽にご連絡ください。 
　　　相談受付中 

しろあり・羽アリ

いや～な虫の 駆除と予防

　

法
変
更
申
出
書
を
提
出
し
て
い
る
人

が
対
象
で
す
。

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
ご
案
内
に
つ
い
て

❷
保
険
料
の
納
付
方
法

◆
年
金
か
ら（
特
別
徴
収
）

　

10
月
か
ら
開
始
と
な
る
人
は
３

回
分
（
７
～
９
月
）
は
口
座
振
替

か
納
付
書
で
の
納
付
と
な
り
ま
す
。

◆
口
座
振
替
・
納
付
書（
普
通
徴
収
）

　

７
月
～
翌
年
３
月
ま
で
毎
月
納

付
い
た
だ
き
ま
す
。
年
金
受
給
額

が
年
額
18
万
円
未
満
の
人
、
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
と
介

護
保
険
料
の
合
計
額
が
年
金
受
給
額

の
１
／
２
を
超
え
る
人
、
今
年
度
中

に
75
歳
に
な
る
人
、
保
険
料
納
付
方

総所得金額等（被保険者＋世帯主）が
次の基準以下の世帯

軽減割合
（軽減後の年額）

基礎
控除額
33万円

被保険者全員の各所得（年金所得は、
控除額を80万円として計算）が0円

９割
（4,760円）

上記以外 8.5割（注１）
（7,140円）

基礎控除額33万円＋24.5万円×被保険者数                                   ５割
（23,801円）

基礎控除額33万円＋45万円×被保険者数 ２割
（38,082円）

▼同一世帯内の25年中の総所得金額等が一定額以下の人

　

26
年
度
の
国
民
健
康
保
険
税
の
税
率
等
を
決
定
し
ま
し
た

【表1】平成26年度の税率等 　                               　　　　    　　（ ）内は25年度＊
課
税
所
得
金
額
・
・
・

　
　

前
年
中
の
総
所
得
金
額（
収
入

か
ら
必
要
経
費
を
控
除
し
た
金

額
）か
ら
基
礎
控
除（
33
万
円
）を

差
し
引
い
た
金
額

　

平
成
26
年
度
の
国
民
健
康
保

険
税
の
税
率
等
が
決
ま
り
ま
し
た
。

（
表
１
参
照
）
な
お
、
税
率
に
つ

い
て
は
変
更
あ
り
ま
せ
ん
が
、
課

税
限
度
額
や
軽
減
対
象
に
つ
い
て

変
更
が
あ
り
ま
す
の
で
、
ご
注
意

く
だ
さ
い
。

◆
課
税
限
度
額
の
引
き
上
げ

に
つ
い
て

　

後
期
高
齢
者
支
援
金
等
分
を

16
万
円
（
現
行
14
万
円
）
に
、
介

護
分
を
14
万
円
（
現
行
12
万
円
）

に
改
正
と
な
り
ま
し
た
。

◆
所
得
の
低
い
人
に
対
す
る
保

険
税
軽
減
の
対
象
世
帯
を
拡
大

　

前
年
中
（
平
成
25
年
１
月
～
12

月
）
の
合
計
所
得
金
額
が
国
の
定

め
る
基
準
額
を
下
回
る
世
帯
に
つ

い
て
、
均
等
割
額
と
平
等
割
額
の

一
部
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

　

平
成
26
年
度
か
ら
は
５
割
及
び

２
割
の
軽
減
対
象
が
拡
大
さ
れ
ま

す
。（
表
２
参
照
）

◆
年
金
か
ら
の
天
引
き
で
納

付
す
る
世
帯

　

申
請
す
る
こ
と
で
年
金
か
ら
の
天

引
き
を
口
座
振
替
に
よ
る
納
付
へ
変

更
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

▼ ２割軽減の拡大

改正前 33万円＋35万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数＊）

改正後 33万円＋45万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数＊）

▼ ５割軽減の拡大

改正前 33万円＋24.5万円 ×（世帯主を除く被保険者数
                               ＋世帯主を除く特定同一世帯所属者数＊）

改正後 33万円＋24.5万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数＊）

【表2】平成26年度からの軽減措置の拡大

医療分（０～74歳） 後期高齢者支援金等分（０～74歳） 介護分（40～64歳）

所得割 
【課税所得金額＊×税率】 7.7％ 2.0％ 1.7％

資産割 
【固定資産税額×税率】 18.0％ 6.0％ 3.0％

   均等割 【１人あたり】 2万6,500円 7,400円 8,000円

   平等割 【１世帯あたり】 2万4,600円 6,600円 4,100円

課税限度額 51万円（51万円） 16万円（14万円） 14万円（12万円）

＊
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
・
・
・

　
　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
対
象

者
の
う
ち
、後
期
高
齢
者
医
療
制

度
に
移
行
す
る
ま
で
国
民
健
康
保

険
の
被
保
険
者
で
あ
り
、か
つ
、そ

の
時
の
世
帯
主
と
そ
れ
以
後
も
同

一
世
帯
に
属
す
る
人

問
税
務
課
☎
43
・
５
０
２
２

❷
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担

額
減
額
認
定
証
に
つ
い
て

　

世
帯
員
全
員
が
住
民
税
非
課
税

の
人
は
「
限
度
額
適
用
・
標
準
負

担
額
減
額
認
定
証
」
を
提
示
す
る

こ
と
で
、
医
療
機
関
ご
と
に
１
か
月

間
に
支
払
う
自
己
負
担
額
が
、
区

分
に
応
じ
た
限
度
額
ま
で
と
な
り
、

入
院
時
の
食
事
代
も
減
額
さ
れ
ま

す
。（
柔
道
整
復
、鍼
灸
、あ
ん
ま
マ
ッ

サ
ー
ジ
の
施
術
な
ど
は
除
く
）

　

現
在
、
減
額
認
定
証
を
お
持
ち

で
８
月
以
降
も
引
き
続
き
対
象
と

な
る
人
に
は
、
７
月
下
旬
頃
に
新

し
い
減
額
認
定
証
を
被
保
険
者
証

と
一
緒
に
送
付
し
ま
す
。
世
帯
員

全
員
が
住
民
税
非
課
税
の
人
で
減

❶
保
険
料
の
計
算
方
法

❸
所
得
の
低
い
人
の
軽
減

◆
均
等
割
額
（
左
表
）

※
総
所
得
金
額
等
…
収
入
額
か
ら
控

除
額（
公
的
年
金
等
控
除
額
、給
与

所
得
控
除
額
、必
要
経
費
）を
引
い
た

金
額
。所
得
控
除（
社
会
保
険
料
控

除
、扶
養
控
除
等
）は
含
み
ま
せ
ん

（
注
１
）
本
来
は
７
割
軽
減
で
す
が
、

特
例
措
置
に
よ
り
８
．５
割
軽
減

◆
所
得
割
額
に
つ
い
て

　

所
得
割
額
算
定
に
か
か
る
所
得

が
58
万
円
（
年
金
収
入
の
み
の
場

合
は
２
１
１
万
円
）
以
下
の
人
は

所
得
割
額
が
５
割
軽
減
さ
れ
ま
す
。

証
を
医
療
機
関
等
の
窓
口
で
提
示

し
て
く
だ
さ
い
。
保
険
料
の
納
付
状

況
に
よ
っ
て
は
、
有
効
期
限
が
短
い

被
保
険
者
証
（
短
期
被
保
険
者
証
）

を
送
付
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　

一
部
負
担
金
の
割
合
は
、
同
一
世

帯
内
の
被
保
険
者
の
平
成
25
年
中
の

所
得
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
平
成
26
年

度
の
住
民
税
課
税
所
得
と
平
成
25

年
（
１
月
か
ら
７
月
ま
で
は
平
成
24

年
）
中
の
収
入
額
を
も
と
に
計
算
さ

れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
世
帯
状
況
の

異
動
や
所
得
の
更
正
に
よ
り
、
随
時

変
更
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。 

　
❶均等割額　4 万 7,603 円

平成 26 年度保険料額
（最高限度額 57 万円）

❷所得割額
（平成25年１月～１２月の総所得金   　

　額等（※）－33万円）×9.7%

＋

＝

額
認
定
証
の
申
請
を
し
て
い
な

い
場
合
は
総
合
窓
口
セ
ン
タ
ー

に
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

❸
納
付
相
談
に
つ
い
て

　

保
険
料
を
滞
納
し
て
い
る
人
に

は
、短
期
被
保
険
者
証
が
交
付
さ

れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。未
納
の

あ
る
人
は
速
や
か
に
納
付
す
る

か
、収
税
課（
☎
43
・
５
０
３
４
）で

納
付
相
談
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

　

２つの給付金の
振り込め詐欺や個人情報の詐取に
ご注意ください！

◆市や厚生労働省などがＡＴＭ（銀行・コンビニなどの

現金自動預払機）の操作をお願いすることは、絶対

にありません！

◆ＡＴＭを自分で操作して、他人からお金を振り込んで

もらうことは絶対にできません！

◆市や厚生労働省などが、給付金を支給するために、

手数料の振込みを求めること等は絶対にありません！

　ご自宅や職場に市役所、厚生労働省職員などをかたっ

た電話や郵便があったときは、迷わず市役所や警察署

（または警察相談専用電話＃ 9110）にご連絡ください。

（２つの給付金）の申請について
◎南あわじ市の申請受付　

◆期間 ７月１日（火）～ 10 月 1 日（水）
　（ただし、7 月 13 日（日）と 20 日（日）以外の土・日・

祝日を除く）

◆時間 午前 9 時～午後 5 時
◆場所 各総合窓口センター、出張所、連絡所、支所

※各総合窓口センターのみ 7 月と 8 月の木曜日は

　午後 7 時まで受付しています。

※ 7 月 13 日（日）と 20 日（日）は三原総合窓口

センターのみで受付を実施。

◆申請受付は混み合うことが予測されます。

　広報６月号（２～３頁）でお知らせしました地区

　別申請受付計画へのご協力をお願いします。

問福祉課専用ダイヤル☎ 44‐3029　直通☎ 44‐3002
問厚生労働省　専用ダイヤル☎ 0570‐037‐192

　ホームページ→「2 つの給付金」で検索ください。

2
新
し
い
被
保
険
者
証
を

   

７
月
下
旬
に
送
付
し
ま
す　

　

被
保
険
者
証
の
更
新
時
期
は
毎
年

８
月
１
日
で
す
。
７
月
下
旬
頃
に
新

し
い
被
保
険
者
証
を
送
付
し
ま
す
。

８
月
１
日
か
ら
は
新
し
い
被
保
険
者

❶
被
保
険
者
証
に
つ
い
て

1
保
険
料
額
決
定
通
知
書
を

   

７
月
中
旬
頃
に
送
付
し
ま
す

問
保
険
課
☎
44
・
３
０
０
３

問
兵
庫
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域　

　

連
合
事
務
局（
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
）

　

☎
０
７
８
・
３
２
６
・
２
０
２
１

❺
保
険
料
の
減
免
を

　
　
　
　
　
　

受
け
ら
れ
る
場
合

　
災
害
で
大
き
な
損
害
を
受
け
た
と

き
、
所
得
の
著
し
い
減
少
が
あ
っ

た
と
き
、
他
の
被
保
険
者
や
世
帯

主
が
死
亡
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り

世
帯
の
所
得
が
軽
減
判
定
基
準
以

下
と
な
る
と
き
な
ど
、
一
定
期
間

給
付
の
制
限
を
受
け
た
と
き
で
保

険
料
を
納
め
る
こ
と
が
困
難
な
人

は
、
申
請
に
よ
り
保
険
料
の
減
免

を
受
け
ら
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

❹
被
扶
養
者
だ
っ
た
人
の
軽
減

　

制
度
に
加
入
す
る
前
日
に
被
用

者
保
険
（
全
国
健
康
保
険
協
会
〔
協

会
け
ん
ぽ
〕、
健
康
保
険
組
合
、
共

済
組
合
な
ど
）
の
被
扶
養
者
だ
っ

た
人
は
、
所
得
割
は
か
か
ら
ず
、

均
等
割
額
が
本
来
５
割
軽
減
で
す

が
特
例
措
置
に
よ
り
９
割
軽
減
さ

れ
ま
す
。
な
お
、
国
民
健
康
保
険
・

国
民
健
康
保
険
組
合
に
加
入
さ
れ

て
い
た
人
は
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

臨時福祉給付金　

子育て世帯臨時特例給付金


